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■はじめに
　本稿では、「成果主義」とやる気・不安につ
いて考察する。分析にあたっては、ある日本企
業の人事マイクロデータとアンケートデータを結
合したデータセットを使用した。人事に関する
さまざまな問題については、すでに経済学や
経営学を中心に学術的研究が蓄積されている。
しかし、企業の人事部等が管理・作成し、企
業内で実際に用いられている個 人々の人事デー
タ（人事マイクロデータ）を用いて、人事の実態
を明らかにした研究は日本ではあまり多くない。
このたび、筆者らの研究グループでは、複数の
日本企業の人事マイクロデータを使用して統計
的な分析を行い、その研究成果をまとめた（『人
事の統計分析』ミネルヴァ書房、2013年5月）。
本稿では、その中で筆者が担当した研究をも
とに、「成果主義」を織り込んだ「従業員のや
る気と不安」について考察したい1。

■90年代の「成果主義」の検証
　本稿では従業員の「やる気」を分析対象の
ひとつとするが、このやる気（労働意欲）につ
いては、さまざまな文脈と多くの先行研究でと
りあげられてきた。とくに90年代には、日本企
業における人事制度改革との関連で議論が積
み重ねられてきた。人事制度改革のなかでも、
いわゆる「成果主義」的人事、つまり、短期的
な貢献度に基づいて早期に格差をつけるような
インセンティブ・システムが導入される場合には、
従業員（その中でも優秀な人材）の労働意欲

が高まるかどうかが問題とされる。それについ
ては、制度の導入状況や導入条件の把握から、
具体的な制度改定の内容や移行過程、運用実
態の調査、受容の条件となる「手続き的公平性

（過程の公平性）」に関連する議論、従業員の
満足度との関係性、そして目的とされている労
働意欲の向上の測定まで、さまざまな段階にお
ける課題が理論的・実証的に分析されてきた。
　この90年代のいわゆる「成果主義」が奏功
したのか否かについては、既にいくつかの議論
が展開されているが、中村（2006）も指摘する
ように、正確な検証のためにまず重要であるの
は、実態の変化を捉えることであろう。つまり、
ある企業が行った「『成果主義』的な制度改革」
は、どのようなものだったのか、かけ声だけで
実態は何も変わらなかったのか、それとも、従
業員が制度改定の意図通りに意識や行動を変
え、その結果として賃金や労働意欲の実態が
期待通りに変化したのか、あるいは、従業員は
予期せぬ行動をとり、目的とは異なる実態が立
ち現われたのか、それらの点を確認することが
不可欠である。たとえば、「成果主義を導入し
たが、実態を調べると賃金格差が縮小してい
た」という研究（前掲書『人事の統計分析』第
１章）は、システムを変えることと実態が変わ
ることがイコールでないことを示す重要な証左
である。しかし、このような研究はデータ収集
の制約もあっていまだ少なく、「成果主義」の
導入が実態をどう変えたのかを十分に検証で
きていないのが現状である。実態の変化の検
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証が進んだうえで、「成果主義」的な人事制度
が、真に日本企業の復活や成長に資するもの
だったのかを議論する必要があろう。

■「やる気」と「不安」という2軸
　本研究では、「やる気」に加え、従業員の「不
安」にも注目した。「成果主義」的人事制度の
もとでは、やる気だけでなく、不安やストレスの
マネジメントも重要であると考えられるからであ
る。その理由として、以下のような点が指摘さ
れる。まず、「成果主義」は、従業員の間によ
り競争的な状況をつくりだすであろう。また、
プロセスよりも結果を重視する制度では、一定
期間内に形にあらわれた成果を出す必要がある
ために、こなさなければならない仕事の質や量
が上昇・増加する可能性もある。成果と報酬が
直結することで、個人に大きな心理的負荷がか
かることも想像できる。さらに、成果のみが評
価されるのであれば、仕事の選択や自己裁量
の付与が必要な前提条件となるが、このような
機会が保障されていなければ従業員の不安を
増大させることになろう。
　高い不安は単に低意欲のことではなく、高意
欲・高不安の従業員の存在も考えられることか
ら、やる気と不安は異なる分析軸であり、２つ
を明示的に区別して分析することは重要である
といえる。特に、「成果主義」的なインセンティ
ブ・システムを実施する企業は、やる気の高低
だけでなく、不安やストレスの高低についても
考慮する必要があろう。また、近年メンタルヘ
ルスの重要性が強く認識されており、メンタル
ヘルスと「成果主義」との関連性についても言
及されつつあるものの2、統計的実証分析はあ
まりなされていない。「不安」という軸からこの
点についての示唆を得ることは意義があるとい
えよう。
　同一の研究対象について、やる気と不安の
両方を分析している点は本研究の特色でもあ
る。やる気が高くても、同時に不安が大きけれ
ば企業にとっても従業員にとっても望ましい状
況とはいえない。また、それぞれに影響を与え
る要因や人事施策が異なっていれば、やる気の
向上と不安の解消には異なるマネジメントが必

要であることが指摘できる。

■分析方法と使用したデータ、注目する変数
　本研究の分析方法と使用したデータの概要
をまとめる。ある日本企業（従業員数1000人規
模の製造業）を対象に、複数年分の人事マイク
ロデータを提供いただき、さらに従業員に対し
て行ったアンケートのデータを、個 人々の識別
番号で結合したデータセットを作成して使用し
た3。分析方法の概要は図表１に示されている。

　データセットのうち、まず、本分析における、
やる気と不安の変数について簡単に述べてお
く。この２つは、アンケートデータのうち従業員
の意識に関する質問項目（ストレス、コミットメ
ント、モチベーションに関連する13の質問項目）
を因子分析にかけて導出した4。
　次に、やる気と不安に影響を与えると考えら
れる要因について考察する。注目する主な変数
は５つあり、「職場における支援」、「仕事の内容」、

「手続き的公平性」、「成果給」、「個人効果」で
ある5。以下、使用したアンケートの質問項目あ
るいは人事データを紹介する。
　１つ目の「職場における支援」は、「上司は
仕事内容を理解している」「上司を尊敬できる」

「職場では仕事を進める上で有益な支援やアド
バイスが得られる」の３つとした。
　２つ目の「仕事の内容」に関する変数は、仕
事の特性、自己裁量・権限などに分けられる。
仕事の特性としては、「日々の仕事の内容はだ
いたい決まっており、あまり変化しない」「自分
の仕事は、周囲の仕事の内容や進捗に大きく
依存する」「周囲の仕事の様子を考慮して、仕
事の内容や進め方を日々調整していかなくては
ならない」の３つを用いる。自己裁量・権限は、

「成果物」「手順」「予定通りに仕事が進まない

図表１　分析の流れ
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ときのアクション」の３つに分かれている6。
　３つ目に注目する「手続き的公平性」施策の
変数は、「職場では各人の能力に応じて公正に
仕事が割り当てられている」「評価制度全般の
あり方に納得している」「職場目標の説明を受
けた」「評価に関する期末面接を受けた」「人
事考課の最終結果を上司から告げられた」の
５つである。
　４つ目に注目する変数として「成果給」をとり
あげる。人事データの中では賃金、特に成果
給が、やる気に影響すると考えられる。分析で
は、アンケート実施の直近１期の賞与を使用し
た。企業が成果給・業績給を使用する目的の
ひとつは、成果給というインセンティブによる労
働意欲の向上と考えられるからであり、本稿の
テーマである「成果主義」との関連において重
要な変数といえる。対象企業では、制度改定
によって、賞与部分に「成果主義」的な制度が
適用されており、賞与をいわゆる成果給と捉え
ることができる7。「成果主義」のインセンティ
ブ機能が働いていれば、成果給はやる気に正
の効果をもつと考えられる。
　最後に注目する変数は、「個人効果」である。
個人効果とは、観測される変数では捉えきれ
ない能力・資質といった、個人に特有の効果で
ある。この変数を用いることで、能力をコントロ
ールしたうえでの他の変数の効果を捉えること
が可能となる8。なお、その他属性等（年齢、
中途採用、職能等級、部門）の影響はコント
ロールされている。

■分析結果

　両因子の推定結果の比較は図表２でまとめ
られている。推定結果から、まず、「職場にお
ける支援」の中では、「職場における有益な支

援・アドバイス」が有効（高やる気、低不安）
であることが示された。また、「仕事の内容」
では、自己裁量、特に「成果物に対する自己裁
量・権限」が有効であることが示唆された。ま
た、成果給（直近１期の賞与）はやる気に正の
影響を与えていないことが示された。
　各変数を具体的にみてみる。まず、「職場に
おける支援」では、「職場では仕事を進める上
で有益な支援やアドバイスが得られる」がやる
気で有意に正、不安で有意に負となった。「手
続き的公平性」施策では、先行研究で着目さ
れた、面接や評価結果の通知といった施策は
有意にならなかった。「仕事の内容」では、予
想通り、自己裁量が重要であることが示唆され
た。「実際の成果物の内容や質・量などは自分
自身の責任で決める」がやる気に正、不安に負
の影響を与えている。仕事の特性のなかでは、

「周囲の仕事の様子を考慮して、仕事の内容や
進め方を日々調整していかなくてはならない」
が不安に正の効果をもち、「日々の仕事の内容
はだいたい決まっており、あまり変化しない」つ
まりルーティンワークがやる気に負の効果をもつ
ことが示された。これらの結果から、「適度な
変化のある仕事」が望ましいと解釈される。
　個人効果を能力の指標としてコントロールし
た上での直近１期の成果給（賞与）は、どちら
の因子にも非有意となった。直近の賞与はやる
気に正の効果をもっておらず、インセンティブ・シ
ステムとして機能していないことが示唆される。

■おわりに：�得られたインプリケーションと
労働組合への示唆

　もちろん、この結果はある１社のデータの分
析から得られたものであり、より多くの企業の
データの蓄積や、マクロ的なデータを用いた分
析との比較から一般性が検証されることが望ま
しい。質問項目や分析手法にも残された課題
はある。そのことは十分承知のうえで、分析結
果の、企業と労働組合へのインプリケーション
について触れておく。
　統計的分析の結果をまとめると、職場の支
援や有益なアドバイス、適度な変化のある仕事、
成果物に対する自己裁量の付与が高やる気・

図表2　やる気因子・不安因子の推定結果比較
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低不安につながっていた。いわゆる「成果主義」
的人事制度において注目されてきた「短期的な
賃金格差」や「評価基準や結果の公開などの
手続き的公平性施策」といったハード面よりも、
従来から存在している、職場の支援や自己裁
量、仕事の内容についてなど、いわば仕事のソフ
ト面のマネジメントこそが重要であるといえよう。
　また、やる気（労働意欲）だけに注目するの
ではなく、不安についても考慮する必要がある
という点もあらためて指摘できる。やる気が高
くても、同時に不安が高ければ望ましい状況と
はいえない。推定結果では、仕事の特性が異
なればそれらが影響する因子も異なっていた。
インセンティブによってやる気を向上させようと
する制度を導入・運用する際には、意欲と不安
の両方についての実態を把握しながら、取るべ
き施策やその対象などを検討していく必要があ
ろう。特に、不安やストレスのマネジメントは、
多くの企業にとって考慮すべき重要な案件とい
えよう。
　労働組合に対してもいくつかの示唆が得られ
る。特に、労働組合の「発言」機能に引きつ
けて考えると、仕事のソフト面のマネジメント等
への発言が大切だといえよう。たとえば、職場
における職務配分や自己裁量・権限への発言、
また苦情処理制度の整備なども重要となろう。
これらは、労使協議機関における重要なテー
マでもあると考えられる。
　最後に、労使双方が、時々に賃金や意識の
実態の変化の検証を行い、意図通りの変化を
生んでいるか、制度改革が良い効果をもたらし
ているか等を確認する作業が求められること、
そして、仕事そのものや職場のあり方こそが重
要であることも再度強調しておきたい。
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 1  本稿は前掲書『人事の統計分析』第12章を短くまとめ
たものである。第12章あるいはその初出論文（井川

（2007））には、より詳細な記述がなされている。また、
同書の他章では、様々な人事マターについての実証
分析結果が示されている。自社と比較しながら、あ
るいは批判的にお読みいただければ幸いである。 

 2  たとえば宗方・渡辺編著（2002）は、個人の成果・能
力が厳しく管理される時代に入ってきたことを指摘
し、個々の社員に即刻の成果を期待する事態は、こ
れまで職場の中の慢性的なストレスに焦点を当てて
きた従来のストレス対策に見直しを迫っている点や、
会社の政策の変更はストレスの原因のひとつであり、
業績主義への政策転換は、従業員が今すぐに克服す
べき急性のストレス原因となっている点にも言及して
いる。また、小杉編著（2002）では、労働環境の急
激な変化は、労働負荷の増大だけでなく、職場スト
レス要因の質や内容にも大きな影響を与えており、成
果主義・労働力流動化への変化、またそれにともな
う競争の激化などは、その一例であるとしている。

 3  分析対象企業の人事制度やアンケート調査の詳細に
ついては紙幅の都合で割愛するが、詳しくは前掲書

『人事の統計分析』序論および第４章を参照されたい。
 4  13の質問項目は、たとえば「現在の仕事で時間がたつ

のも忘れてしまうほど熱中することがある」「自分が
仕事についていけるかどうか心配だ」などである。

 5  それぞれの詳細な内容や関係する理論モデル、仮説
設定については紙幅の都合で割愛する。

 6  自己裁量・権限に関しては、３つそれぞれについて、
自己裁量が中程度、自己裁量が大きい、という変数
を使用している。また、それぞれベースとなる選択
肢として、「定められている」「上司に従う」といった
ような、いわば「自己裁量・権限がない」という選択
肢がある。

 7  制度改定の詳細については井川・松繁（2004）も参
照されたい。個々人の賞与は、「等級別平均基本給」
という、同一等級にいる従業員の基本給の平均値を
賞与算出ベース金額として、それに人事評価の評価
点を換算して算出された月数を乗じて決定される。

 8  ちなみに、個人効果の存在は統計的に支持された。す
なわち、個人差があり、ある程度固定的であることが
わかる。また、個人効果（つまり能力）が他の説明
変数（特にアンケートの回答）などと相関を持つ可
能性があるが、相関マトリックスを検討する限り、個
人効果と特別に高い相関がある説明変数はみられな
かった。
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